
同時発表：国土交通省水管理・国土保全局

平成２７年１２月２４日
九州地方整備局

「水防災意識社会 再構築ビジョン」における
今後概ね5年間で実施する主な河川整備

平成27年12月10日に社会資本整備審議会会長から、国土交通大臣
に対して「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方に
ついて～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向
けて～」が答申されました。

この答申を踏まえ、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」
として、全ての直轄河川とその沿川市町村（109水系、730市町村）
において、平成32年度を目途に水防災意識社会を再構築する取組
を行うこととしました。

各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる、
協議会等を新たに設置して、減災のための目標を共有し、ハード
・ソフト対策を一体的・計画的に推進します。

このうち、「洪水を安全に流すためのハード対策」と「危機管理
型ハード対策」について、今後概ね5年間で実施する、九州地方整
備局20水系における対策内容をとりまとめましたので、お知らせ
します。

※「水防災意識社会 再構築ビジョン」の報道発表資料は以下をご参照下さい。
http://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_000899.html

【問い合わせ先】

国土交通省 九州地方整備局
河川部 河川計画課 課長 宗（内線3611）

そう

代表tel:092-471-6331、直通tel:092-476-3523
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水防災意識社会再構築ビジョン

関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河川とその沿川市町村
（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

＜ソフト対策＞・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト対策」
へ転換し、平成28年出水期までを目途に重点的に実施。

＜ハード対策＞・「洪水を安全に流すためのハード対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する
「危機管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。

排水門

主な対策

※ 河川堤防の決壊に伴う洪水氾濫により、
木造家屋の倒壊のおそれがある区域

各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。

A市

B市

C町

D市

対策済みの堤防

氾濫ブロック
家屋倒壊危険区域※

＜危機管理型ハード対策＞＜危機管理型ハード対策＞
○越水等が発生した場合でも決壊までの時

間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策の推進
いわゆる粘り強い構造の堤防の整備

天端のアスファルト等が、
越水による侵食から堤体を保護
（鳴瀬川水系吉田川、

平成27年9月関東・東北豪雨）

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞

＜住民目線のソフト対策＞

○住民等の行動につながるリスク
情報の周知

・立ち退き避難が必要な家屋倒壊危険
区域等の公表

・住民のとるべき行動を分かりやすく示
したハザードマップへの改良

・不動産関連事業者への説明会の開催

○事前の行動計画作成、訓練の
促進

・タイムラインの策定

○避難行動のきっかけとなる情報
をリアルタイムで提供

・水位計やライブカメラの設置

・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報
等の提供

＜洪水を安全に流すためのハード対策＞

○優先的に整備が必要な区間において、
堤防のかさ上げや浸透対策などを実施

横断図

平成27年12月11日
水防災意識社会
再構築ビジョン
報道発表資料

（参考）
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住民目線のソフト対策

○水害リスクの高い地域を中心に、スマートフォンを活用したプッシュ型の洪水予報の配信など、住民が
自らリスクを察知し主体的に避難できるよう住民目線のソフト対策に重点的に取り組む。

○立ち退き避難が必要な家屋
倒壊危険区域等の公表
⇒平成28年出水期までに
水害リスクの高い約70水系、
平成29年出水期までに
全109水系で公表

リスク情報の周知

スマホ等で取得

ライブカメラ

自分のいる場所の近傍の情報

自分のいる場所

詳細な雨量情報

河川水位

洪水予報等の情報を
プッシュ型で配信

家屋倒壊危険区域

○避難に着目したタイム
ラインの策定

○ 首長も参加するロール
プレイング形式の訓練

○不動産関連事業者への説
明会の実施
⇒水害リスクを認識した不動産
売買の普及等による、水害リス
クを踏まえた土地利用の促進

事前の行動計画、
訓練

避難行動のきっかけとなる情報を
リアルタイムで提供

⇒平成28年出水期までに
水害リスクの高い約400市町村
平成32年度までに
全730市町村で策定

⇒・平成28年夏頃までに洪水に対しリスクが高い区間において
水位計やライブカメラを設置
・平成28年出水期からスマートフォン等によるプッシュ型の洪
水予報等の配信を順次実施

○住民のとるべき行動を分かり
やすく示したハザードマップ
への改良
⇒「水害ハザードマップ検討委員会」
にて意見を聴き、平成27年度内を
目途に水害ハザードマップの
手引きを作成
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パイピング、法すべり
↓

漏水対策（浸透含む）

Ｌ＝約４４ｋｍ（堤防への浸透対策）
Ｌ＝約５３ｋｍ（パイピング対策）

流下能力不足
↓

堤防整備・河道掘削

Ｌ＝約１０８ｋｍ

水衝・洗掘
↓

侵食・洗掘対策

Ｌ＝約８ｋｍ

・河床が深掘れしている箇所や水衝部
等、河岸侵食・護岸欠損のおそれが
ある箇所

・堤防高が低い等、当面の目標に対して
流下能力が不足している箇所
（上下流バランスを確保しながら実施）

優先的に対策を実施する区間Ｌ＝約２００ｋｍ

・過去の漏水実績箇所等、浸透により
堤防が崩壊するおそれのある箇所

・旧河道跡等、パイピングにより堤防が
崩壊するおそれのある箇所

関東・東北豪雨の
被災写真

（漏水、パイピング）

※各対策の延長は重複あり

鳴瀬川支川吉田川（宮城県） 利根川支川鬼怒川（茨城県）

平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえて設定した、堤防整備・河道掘削等の流下能力向上対策、浸透・
パイピング対策、侵食・洗掘対策に関し、優先的に対策が必要な区間約２００ｋmについて、平成３２年度
を目途に、今後概ね５年間で対策を実施する。

「洪水を安全に流すためのハード対策」

阿武隈川支川荒川（福島県）

水防災意識社会再構築ビジョン
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氾濫リスクが高いにも関わらず、当面の間、上下流バランス等の観点から堤防整備に至らない区間な
ど約１７０kmについて、決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう、堤防構造を工夫する対策を平成３２
年度を目途に、今後概ね５年間で実施する。

堤防天端をｱｽﾌｧﾙﾄ等で保護し、堤防への雨水の浸透を

抑制するとともに、越水した場合には法肩部の崩壊の進行

を遅らせることにより、決壊までの時間を少しでも延ばす

堤防天端の保護 堤防裏法尻の補強

裏法尻をブロック等で補強し、越水した場合には深掘

れの進行を遅らせることにより、決壊までの時間を少し

でも延ばす

堤防裏法尻をブロック等で補強
堤防天端をアスファルト等で保護した堤防では、

ある程度の時間、アスファルト等が残っている。

アスファルト等

※ 具体的な工法については検討中

「危機管理型ハード対策」

対策を実施する区間Ｌ＝約１７０ｋｍ ※各対策の延長は重複あり

約６９km 約１２１km

水防災意識社会再構築ビジョン

粘性土
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大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方答申
～ 社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築 ～

○対応すべき課題

• 家屋倒壊危険区域等、立ち退き避難が必要な区域を表示するなど、
避難行動に直結したハザードマップに改良

• 広域避難等の計画づくりを支援する協議会等の仕組みの整備
• スマートフォン等を活用したプッシュ型の河川水位情報の提供 等

○危機管理型ハード対策の導入○住民目線のソフト対策への転換

 的確な水防活動の推進

 円滑かつ迅速な避難の実現

 水害リスクを踏まえた土地利用の促進

• 水防体制を確保するための自主防災組織等の水防活動への参画 等

• 越水等が発生した場合でも決壊までの時間を
少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する
対策の推進

• 堤防構造の工夫や氾濫水を速やかに排水する
ための排水対策等の「危機管理型ハード対
策」とソフト対策を一体的・計画的に実施す
るための仕組みの構築 等• 開発業者や宅地の購入者等が、土地の水害リスクを容易に認識する

ため、様々な場所での想定浸水深の表示
• 不動産関連事業者への洪水浸水想定区域の説明会等の開催 等

 危険な区域からの立ち退き避難  水防体制の弱体化
 住まい方や土地利用における水害リスクの認識の不足
 「洪水を河川内で安全に流す」施策だけで対応することの限界

 市町村・住民等の適切な判断・行動
 市町村境を越えた広域避難

○行政・住民・企業等の各主体が水害リスクに関する知識と心構えを共有し、氾濫し
た場合でも被害の軽減を図るための、避難や水防等の事前の計画・体制、施設によ
る対応が備えられた社会を目指す。

これまでの河川管理者等の行政目線のものから住民目線のもの
へと転換し、利用者のニーズを踏まえた真に実戦的なソフト対策
の展開を図る

従来の「洪水を河川内で安全に流す」対策に
加え、氾濫した場合にも被害を軽減する「危機
管理型ハード対策」を導入する

 減災のための危機管理型ハード対策の導入

み ず ぼ う さ い

平成27年12月11日
水防災意識社会
再構築ビジョン
報道発表資料

（参考）
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大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について答申（概要）
～ 社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築 ～

• 常総市の約1/3に相当する約40km2の区域が浸水
• 鬼怒川下流域の救助者数は約4,300人
• 鬼怒川下流域の浸水解消までに約10日間を要した
• 常総市の避難者約1,800人の半数は市外に避難

危険な場所からの立ち退き避難 「洪水を河川内で安全に
流す」施策だけで
対応することの限界

 多くの住宅地を含む広範囲が長期間にわたり浸水
 堤防の決壊に伴い発生した氾濫流により、堤防近傍の多くの家屋が倒壊・流失
 避難勧告等の遅れ、多数の孤立者の発生
 必ずしも十分な土のう積み等の水防活動が実施できなかった
 常総市内の避難場所への避難が困難となったことにより避難者の半数以上が市外へ避難

市町村や住民等の
適切な判断や行動

住まい方や土地利用
における

水害リスクの認識の不足

水防体制の
脆弱化

○ 水害の特徴

○ 対応すべき課題

○ 対策の基本方針

市町村境を越えた
広域避難

行政や住民、企業等の各主体が、水害リスクに関する十分な知識と心構えを共有し、避難や水防等の危機管理に関する具体的な事前の計画
や体制等が備えられているとともに、施設の能力を上回る洪水が発生した場合においても、浸水面積や浸水継続時間等の減少等を図り、避難
等のソフト対策を活かすための施設による対応が準備されている社会を目指す

洪水による氾濫が発生することを前提として、社会全体でこれに備える「水防災意識社会」を再構築する

• 住民等がとるべき行動を分かりやすく示したハザードマップへの改良
• 洪水浸水想定区域データ等のオープン化
• 洪水氾濫と同時に発生する内水浸水に関する情報の提供
• 広域避難等の計画作成等を支援する協議会等の仕組みの整備
• 市町村長に対し助言を行う人材の育成・派遣の仕組みの整備
• 洪水警報等と洪水予報等の運用の改善

○速やかに実施すべき対策 ○速やかに検討に着手し、早期に実現を図るべき対策

• 市町村長と出水時の対応を確認するトップセミナーの開催
• 洪水に対しリスクが高い区間の市町村等との共同点検
• 氾濫の拡大が時系列的に分かるシミュレーション図の公表
• 越水等の切迫度が伝わる洪水予報文への改良等
• 洪水に対しリスクが高い区間への水位計やライブカメラ等の設置
とリアルタイム映像情報等の市町村との共有

• 避難勧告等に着目したタイムラインの整備と訓練
• 河川管理に従事する職員の説明能力向上のための研修

■市町村長による避難勧告等の適切な発令の促進

■的確な水防活動の推進

■減災のための危機管理型ハード対策の実施

■円滑かつ迅速な避難の実現

■的確な水防活動の推進

■水害リスクを踏まえた土地利用の促進

■「危機管理型ハード対策」とソフト対策の一体的・計画的な推進

■技術研究開発の推進

• 堤防の縦断方向の連続的な高さを調査し、越水のリスクが高い
箇所を特定するとともに、その情報について水防団等との共有

• 洪水に対しリスクが高い区間の水防団等との共同点検

• 越水等が発生した場合でも決壊までの時間を少しでも引き延ば
すよう堤防構造を工夫する対策の推進

• 氾濫の切迫度が伝わる水位情報提供システム等の開発
• リアルタイムで浸水区域を把握する技術の開発
• 中小河川における洪水予測技術の開発
• 減災を図るための堤防の施設構造等の研究
• ダムへの流入量の予測精度の向上
• 水害リスクの把握に関する調査研究

• 排水対策等の「危機管理型ハード対策」とソフト対策を一体的・計画的に
実施するための仕組みの構築

• 氾濫が発生した場合の減災も目的に加えた河川整備計画への見直し
• 既設ダムにおける危機管理型運用方法の確立

• 想定浸水深の表示の住宅地以外への拡大
• 洪水浸水想定区域データ等のオープン化（再掲）
• 不動産関連事業者への洪水浸水想定区域の説明会の開催等
• 災害時に拠点となる施設における水害対策の促進

• 水防体制を確保するための自主防災組織等の水防活動への参画
• 水防活動を効率的・効果的に行うための重要水防箇所の見直し等

■住民等の主体的な避難の促進

• 洪水に対しリスクが高い区間の住民への周知
• 氾濫の拡大が時系列的に分かるシミュレーション図の公表（再掲）
• 街の中における想定浸水深の表示
• 家屋倒壊危険区域の早期公表と住民への周知
• スマートフォン等を活用したプッシュ型情報等の提供
• 河川管理に従事する職員の説明能力向上のための研修（再掲）

＜諮問内容＞平成27年9月関東・東北豪雨災害等を踏まえ、施設能力を上回る洪水時における氾濫による災害リスク及び
被害軽減を考慮した治水対策は如何にあるべきか

• ソフト対策について、行政目線のものから住民目線のものへと転換し、真に実践的なソフト対策の展開を図る
• 「ソフト対策は必須の社会インフラ」との認識を高め、その計画的な整備・充実を図る
• 水防活動について、「河川整備と水防は治水の両輪」との意識の下、河川管理者等の協力・支援を強化する
• 従来からの「洪水を河川内で安全に流す」ためのハード対策に加え、ソフト対策を活かし、人的被害や社会経済被害を軽減するた
めの、「危機管理型ハード対策」を導入し、想定最大規模の洪水までを考慮した水害リスクの低減を図る河川整備へと転換を図る

流域における水害リスクの評価 水害リスク情報を社会全体で共有 各主体が連携・協力して減災対策を実施【進め方】

【具体的には】
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